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2019年全国家計構造調査（奈良県結果）の利用にあたって

５　調査事項及び調査期日

「全国家計構造調査」は，家計における消費，所得，資産及び負債の実態を総合的に把握し，世帯の

所得分布及び消費の水準，構造等を全国的及び地域別に明らかにすることを目的とする調査です。この

調査は，統計法（平成19年法律第53号）に基づく「基幹統計調査」で，国が実施する統計調査のうち特

に重要な調査です。1959年以来５年ごとに実施してきた「全国消費実態調査」を全面的に見直して実施

するものであり，2019年調査は13回目に当たります。

この度、国(総務省)が公表した「2019年全国家計構造調査 家計収支に関する結果」、「2019年全国

家計構造調査 所得に関する結果及び家計資産・負債に関する結果」に基づき、奈良県分の概要を作成

しました。

１ 調査の目的

家計における消費、所得、資産及び負債の実態を総合的に把握し、世帯の所得分布及び消費の水

準、構造等を全国的及び地域別に明らかにすることを目的とする。

２ 調査の期間

2019年(令和元年)10月及び11月の２か月間

３ 調査の対象

全国から無作為に選定した90,000世帯

４ 調査対象市町村

〇奈良県調査対象市町村(12市６町)

奈良市、大和高田市、大和郡山市、天理市、橿原市、桜井市、五条市、御所市、生駒市、

香芝市、葛城市、宇陀市、平群町、安堵町、田原本町、広陵町、大淀町、下市町

６ 利用上の注意

① 標本調査のため、集計世帯が少ない結果については標本誤差が大きいので注意を要します。

② 文中の表、図の数値は、単位未満を四捨五入しているため、合計の内訳の計は必ずしも

一致しません。

③ 「－」は、該当数字がないものを示します。

④ 0（0.0,0.00）は単位未満の数を示します。

⑤ 本文中の「2014年調査」は「平成26年全国消費実態調査」結果について、「2019年全国家

計造調査」結果の集計方法に合わせて再集計し、これと比較できるようにした「2014年遡及

集計」の数値です。

調査票の種類 調査事項 調査期日

家計簿(10月) 収入及び支出 10月１か月間

家計簿(11月) 収入、支出、購入地域及び購入先 11月１か月間

世　帯　票 世帯、世帯員、住宅、土地等 10月

年収・貯蓄等調査票
年間収入、貯蓄現在高及び借入金残
高に関する事項

前年11月～調査年当年の１年
(貯蓄、借入金の残高については10月末
現在)

個人収支簿 世帯員個人の収入及び支出
10月又は11月
(調査対象によりいずれか１か月間)

注　家計調査世帯特別調査については、家計調査の調査票(世帯票、年間収入調査票、貯蓄等調査票及び
　　家計簿)に加え、家計調査では調査していない項目について「特別調査票」で補完することで集計し
　　た。
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Ⅰ　世帯の支出等

１．消費支出の概況

家計収支に関する結果の概要

2014年と比較して、支出割合が増加したのは「食料(外食を除く)」、「住居」等。また、「教育」

への消費支出は全国を大きく上回る。

奈良県の総世帯の１世帯あたり2019年10月･11月の１か月平均消費支出（以下「消費支出」とい

う。）は243,986円でした。2014年調査と比較すると、名目で10.5％の減少、実質13.5％の減少と

なっています。

奈良県の消費支出に占める費目別割合をみると、「食料(外食を除く)」(22.3％)が最も高く、

次いで「交通・通信」(14.9％)、「その他の消費支出(交際費を除く)」(13.4％)などとなってい

ます。

また、費目別割合を2014年と比較すると、「食料(外食を除く)」、「住居」、「保健医療」な

どが上昇しており、一方で「教育」、「交通・通信」、「被服及び履物」などが低下しています。

（図１、表１）
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図１ 費目別消費支出の割合（総世帯）

表１ 費目別消費支出（総世帯）

実数 構成比(%) 実数 構成比(%) 実数(%) 構成比(㌽) 実数 変化率(%) 実数 構成比(%)

消費支出(円) 272,732 100.0 243,986 100.0 ▲ 10.5 ▲ 13.5 3.5 237,091 100.0

　食料（外食を除く） 55,169 20.2 54,290 22.3 ▲ 1.6 2.1 ▲ 12.0 11.8 50,763 21.4

　外　　　　　　　食 14,006 5.1 12,454 5.1 ▲ 11.1 0.0 ▲ 17.1 7.3 12,993 5.5

　住　　　　　　　居 16,914 6.2 16,164 6.6 ▲ 4.4 0.4 ▲ 4.9 0.5 22,523 9.5

　光　熱　・　水　道 19,068 7.0 17,641 7.2 ▲ 7.5 0.2 ▲ 2.9 ▲ 4.7 16,837 7.1

　家　具 ・ 家事用品 10,257 3.8 8,471 3.5 ▲ 17.4 ▲ 0.3 ▲ 16.9 ▲ 0.6 8,073 3.4

　被 服  及び  履 物 12,845 4.7 10,022 4.1 ▲ 22.0 ▲ 0.6 ▲ 25.0 4.0 9,279 3.9

　保　 健　  医　 療 12,322 4.5 11,756 4.8 ▲ 4.6 0.3 ▲ 10.2 6.2 11,648 4.9

　交　通　・　通　信 42,545 15.6 36,282 14.9 ▲ 14.7 ▲ 0.7 ▲ 12.3 ▲ 2.7 33,954 14.3

　教　　　　　　　育 14,932 5.5 9,816 4.0 ▲ 34.3 ▲ 1.5 ▲ 31.1 ▲ 4.6 7,279 3.1

　教　 養  　娯　 楽 28,098 10.3 25,010 10.3 ▲ 11.0 0.0 ▲ 16.7 6.8 24,282 10.2

　その他 の 消費支出
 （交 際 費 を除く）

36,555 13.4 32,769 13.4 ▲ 10.4 0.0 ▲ 13.4 3.5 30,045 12.7

　交　 　 際　　  費 10,021 3.7 9,312 3.8 ▲ 7.1 0.1 ▲ 10.2 3.5 9,415 4.0
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奈良県

名目増減率
上昇・低下幅

実質
増減率

消費者物価
指数

項　　目 2014年 2019年

4 



２．総世帯のうち勤労者世帯及び無職世帯の実収入及び消費支出

総世帯のうち勤労者世帯の１世帯あたり１か月平均実収入は468,276円、可処分所得は385,748円、

消費支出は269,795円となっており、可処分所得に占める消費支出の割合は、69.9％となっていま

す。また、総世帯のうち無職世帯の１世帯あたり１か月平均実収入は230,790円、可処分所得は

202,277円、消費支出は202,376円となっており、消費支出が可処分所得を上回っています。

勤労者世帯と無職世帯の実収入を比較すると、無職世帯の実収入(230,790円)は勤労者世帯の実

収入(468,276円)の約半分、無職世帯の消費支出(202,376円)は勤労者世帯の消費支出(269,795円)

の約7.5割となっています。（図３、図４）
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図３ 勤労者世帯の実収入及び消費支出（総世帯）
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費目別消費支出について、全国を100として

比較すると、「住居」、「外食」、「交際

費」を除く９費目で全国を上回っています。

特に「教育」は全国を大きく上回っていま

すが、一方で「住居」は全国を大きく下回っ

ています。（図２）
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４．世帯主の学歴別にみた消費支出

３．世帯主の年齢階級別にみた消費支出

年齢階級別にみると、消費支出が最も多いのは50歳代

総世帯の消費支出を世帯主の年齢階級別にみると、30歳未満が174,691円、30歳代が210,850円、

40歳代が256,770円と年齢階級が高くなるに従って多くなり、50歳代の307,653円をピークに60歳

代が266,634円、70歳代が219,309円、80歳以上が198,290円と少なくなっています。

全国と比較すると、30歳未満、40歳代、50歳代、60歳代及び80歳代で奈良県が全国を上回って

います。（図５）

二人以上の世帯のうち勤労者世帯の消費支出を世帯主の学歴別にみると、高校卒業が312,627円

(全国は266,151円)、大学卒業が307,333円(全国は315,547円)、大学院修了が343,483円(全国は

363,077円)などとなっており、高校卒業においては奈良県は全国の約1.2倍となっています。

消費支出の内訳を世帯主の学歴別にみると、「教育」への支出は、高校卒業が12,990円、大学

卒業が33,912円、大学院修了が51,648円などとなっており、世帯主が大学卒業の世帯が高校卒業

の世帯の約2.6倍となっています。（図６、図７）

「教育」への消費支出は、世帯主が大学卒業の世帯が高校卒業の世帯の約2.6倍
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Ⅱ　購入形態、購入先、購入地域の状況

１．購入形態

消費支出を購入形態別にみると、「クレジットカード、掛買い、月賦、電子マネー」の割合は世帯

主が30歳代の世帯で36.5％、80歳以上の世帯で17.7％

総世帯の消費支出を購入形態別にみると、現金のほか口座間振り込みによる支払等を含めた支

出は169,803円(全国は171,136円)で、消費支出全体(234,111円)の72.5％を占めています。「クレ

ジットカード、掛買い、月賦(電子マネー(ポストペイ)を含む)」は54,631円(全国は53,666円)で、

23.3％、「電子マネー(プリペイド)」は9,677円(全国は9,557円)で4.1％となっています。

総世帯の「現金」を除く購入形態(「クレジットカード、掛買い、月賦、電子マネー」)での支

出割合を世帯主の年齢階級別にみると、30歳代が36.5％と最も高く、80歳以上が17.7％と最も低

くなっています。一方、「電子マネー(プリペイド)」での支出割合については、30歳代が7.9％と

最も高く、40歳代が2.5％と最も低くなっています。（図８）

なお、総世帯の「現金」を除く購入形態(「クレジットカード、掛買い、月賦、電子マネー」)

の支出割合を都道府県別にみると、奈良県が26.6％で13位であるほか、千葉県が31.2％と最も高

く、鹿児島県が14.9％と最も低くなっています。（表２）

図７ 世帯主の学歴、消費支出の費目別支出金額（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）
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２．購入先

総世帯の消費支出の費目別購入先別割合は、奈良県では、「食料(外食を除く)」は「スーパー」、

「家具・家事用品」「被服及び履物」は「一般小売店」の割合が最も高い

総世帯の消費支出の費目別購入先別割合を全国と比較すると、「食料(外食を除く)」の購入先

別割合で最も高いのは、奈良県、全国とも「スーパー」(奈良県61.6％、全国61.0％)、「家具・

家事用品」では、奈良県は「一般小売店」(23.2％)、全国は「ディスカウントストア・量販専門

店」(34.2％)、「被服及び履物」では、奈良県、全国とも「一般小売店」(奈良県27.7％、全国

32.7％)となっています。（図９、図10、図11）

また、「通信販売(インターネット)」での購入割合を都道府県別にみると、奈良県は3.4％で全

国６位であるほか、東京都が6.0％と最も高く、長崎県が1.3％と最も低くなっています。

（表３）

234,111

169,803

54,631

9,677

234,111

73.0 

72.5 

80.3 

63.5 

70.5 

70.2 

69.0 

78.0 

82.3 

22.9 

23.3 

14.8 

28.6 

26.9 

25.5 

26.6 

18.1 

14.9 

4.1 

4.1 

4.9 

7.9 

2.5 

4.2 

4.4 

3.9 

2.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国(平均)

奈良県(平均)

30歳未満

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

現金 クレジットカード,掛買い,月賦（電子マネー(       )を含む） 電子マネー(        )

(234,380円) 

(234,111円) 

( )内は

消費支出

図８ 世帯主の年齢階級別購入形態の支出割合（総世帯）

図９ 「食料（外食を除く）」の購入先別割合（総世帯）

順位 都道府県
「現金」以外の

支出割合
(%)

順位 都道府県
「現金」以外の

支出割合
(%)

1 千葉県 31.2 25 山口県 23.6
2 神奈川県 31.2 26 栃木県 22.9
3 東京都 31.0 27 鳥取県 22.7
4 愛知県 30.9 28 島根県 22.2
5 京都府 30.4 29 福岡県 21.8
6 三重県 30.1 30 岡山県 21.7
7 広島県 29.1 31 新潟県 21.5
8 北海道 28.2 32 和歌山県 21.3
9 宮城県 28.0 33 秋田県 21.3

10 茨城県 27.9 34 福井県 20.7
11 兵庫県 27.3 35 群馬県 20.5
12 埼玉県 26.9 36 徳島県 20.4
13 奈良県 26.6 37 高知県 20.4
14 滋賀県 26.6 38 愛媛県 19.5
15 沖縄県 26.5 39 岩手県 19.4
16 石川県 26.2 40 青森県 19.4
17 岐阜県 25.8 41 熊本県 18.6
18 大阪府 25.2 42 山形県 18.5
19 富山県 25.2 43 大分県 17.6
20 福島県 24.9 44 宮崎県 16.4
21 静岡県 24.6 45 佐賀県 16.3
22 山梨県 24.4 46 長崎県 15.9
23 長野県 24.1 47 鹿児島県 14.9
24 香川県 23.7

表２ 都道府県別消費支出に占める「現金」以外の支出割合（総世帯）
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（表３）

1.3 

1.2 

1.9 

1.0 

9.7 

11.6 

61.6 

61.0 

3.4 

6.0 

6.1 

3.2 

6.3 

5.8 

4.2 

5.3 
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一般小売店 スーパー
コンビニエンスストア 百貨店
生協・購買 ディスカウントストア・量販専門店
その他

図９ 「食料（外食を除く）」の購入先別割合（総世帯）

図10 「家具・家事用品」の購入先別割合（総世帯）

6.0 
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2.9 

2.7 

23.2 

20.5 

21.8 

17.5 

0.5 

0.6 

8.2 

3.3 

2.8 
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21.1 

34.2 

13.5 

12.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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全国

通信販売（インターネット） 通信販売（その他）

一般小売店 スーパー

コンビニエンスストア 百貨店

生協・購買 ディスカウントストア・量販専門店

その他

8.0 

6.4 

1.5 

2.0 

27.7 

32.7 

22.5 

13.4 

0.0 

0.2 

17.4 

18.1 

1.1 

1.5 

12.6 

16.9 

9.2 

9.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

奈良県

全国

通信販売（インターネット） 通信販売（その他）

一般小売店 スーパー

コンビニエンスストア 百貨店

生協・購買 ディスカウントストア・量販専門店

その他

図11 「被服及び履物」の購入先別割合（総世帯）

表３ 都道府県別消費支出の「通信販売（インターネット）」での購入割合（総世帯）
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３．購入地域

消費支出のうち「他の都道府県」での購入割合は、全国１位（前回と同じ）

総世帯の消費支出の購入地域別割合をみると、奈良県の「他の都道府県」での購入割合は全国

を大きく上回っており、前回と比べても高くなっています。また、都道府県別に「他の都道府

県」で購入する割合をみると、奈良県が19.1％（前回14.8％）と最も高く全国１位、次いで神奈

川県、佐賀県となっており、一方で北海道が2.5％と最も低くなっています。（図12、表４）

55.4 

60.6 

69.6 

25.4 

24.6 

20.1 

19.1 

14.8 

10.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年

2014年

2019年

自宅と同じ

市町村

自宅と同じ

都道府県の他の市町村

他の都道府県

奈

良

全国

図12 購入地域別購入割合（総世帯）

順位 都道府県
通信販売(ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ)の購入
割合(%)

順位 都道府県
通信販売(ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ)の購入割合

(%)

1 東京都 6.0 25 福岡県 2.3
2 京都府 5.7 26 沖縄県 2.3
3 神奈川県 4.6 27 宮城県 2.3
4 千葉県 3.9 28 新潟県 2.3
5 茨城県 3.6 29 石川県 2.2
6 奈良県 3.4 30 徳島県 2.2
7 愛知県 3.3 31 宮崎県 2.1
8 香川県 3.3 32 静岡県 2.1
9 大阪府 3.3 33 山口県 2.1
10 三重県 3.2 34 熊本県 2.1
11 和歌山県 3.2 35 愛媛県 2.0
12 滋賀県 3.1 36 鳥取県 1.9
13 佐賀県 3.0 37 群馬県 1.9
14 北海道 3.0 38 富山県 1.9
15 岐阜県 2.9 39 岩手県 1.8
16 埼玉県 2.7 40 福井県 1.8
17 福島県 2.7 41 大分県 1.7
18 広島県 2.7 42 高知県 1.7
19 秋田県 2.6 43 山形県 1.6
20 鹿児島県 2.6 44 岡山県 1.5
21 山梨県 2.6 45 青森県 1.5
22 栃木県 2.6 46 島根県 1.4
23 兵庫県 2.5 47 長崎県 1.3
24 長野県 2.4

表３ 都道府県別消費支出の「通信販売（インターネット）」での購入割合（総世帯）

順位 都道府県
他の都道府県で
の購入割合(%) 順位 都道府県

他の都道府県で
の購入割合(%)

1 奈良県 19.1 25 長崎県 7.5
2 神奈川県 17.2 26 鹿児島県 7.4
3 佐賀県 17.0 27 愛知県 7.3
4 埼玉県 16.5 28 広島県 7.2
5 千葉県 15.1 29 島根県 7.2
6 茨城県 13.5 30 石川県 7.2
7 東京都 13.0 31 富山県 7.1
8 滋賀県 12.3 32 岩手県 7.0
9 京都府 11.2 33 静岡県 7.0

10 大阪府 10.5 34 宮崎県 6.7
11 群馬県 10.4 35 福井県 6.7
12 栃木県 10.3 36 福島県 6.5
13 山梨県 10.3 37 秋田県 6.5
14 三重県 9.7 38 青森県 6.4
15 岐阜県 9.7 39 香川県 6.3
16 兵庫県 9.6 40 鳥取県 6.2
17 和歌山県 9.5 41 大分県 6.1
18 山形県 9.1 42 宮城県 6.1
19 山口県 8.6 43 沖縄県 5.9
20 徳島県 8.6 44 福岡県 5.7
21 熊本県 8.6 45 愛媛県 5.3
22 岡山県 8.5 46 新潟県 4.8
23 高知県 8.2 47 北海道 2.5
24 長野県 7.8

表４ 都道府県別消費支出の「他の都道府県」での購入割合（総世帯）
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（円）

調査年 区分 一般小売店 スーパー
コンビニエ
ンスストア

百貨店 生協・購買
ディスカウン
トストア・
量販専門店

その他

合計 25,720 47,521 1,988 10,173 3,957 9,908 56,639

合計 18,452 42,901 3,082 6,739 4,038 7,950 59,592

合計 26,660 37,528 3,974 6,787 3,000 10,843 53,459

合計 21,910 36,727 4,558 4,784 3,597 11,062 59,797

自宅と同じ市町村

自宅と同じ都道府
県の他の市町村

他の都道府県

自宅と同じ市町村

自宅と同じ都道府
県の他の市町村

他の都道府県

自宅と同じ市町村

自宅と同じ都道府
県の他の市町村

他の都道府県

自宅と同じ市町村

自宅と同じ都道府
県の他の市町村

他の都道府県

14,872 3,3921,27835,842 31,2415,2422,582

奈
良
県

全
国

2014年

2019年

2014年

2019年

7,361

12,9591,361933,6422901,2823,487

12,4393,3051,28242010,397

2,4132,7441,71529,110

4,481

13,8542,5081,5071,76281510,7865,085

15,6591,2811182,2335523,005

9,746686647103948812,265

13,110

6152,3786354,8955,639

7,937674561,1702697322,299

10,4722,795

14,641 36,9417,7652,7592,3323,43331,208

2,6117741,7427314,6385,004

31,90118,722 35,0507,3742,3293,2393,070

8,886 30,0794,161

3,139

表５ 購入先・購入地域別消費支出（総世帯）
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図13 購入先別にみた「他の都道府県」での購入割合（総世帯）

さらに、奈良県の購入先別の「他の都道府県」での購入割合をみると、「百貨店」における割

合（33.1％）が最も高く、次いで「その他」における割合（26.3％）、「一般小売店」における

割合(24.3％)が高くなっています。（表５、図13）
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１．所得

Ⅰ　世帯の所得及び金融資産・負債

所得及び家計資産・負債に関する結果の概要

年間収入は、539.6万円、2014年と比較して2.9％の減少

総世帯の１世帯あたり2019年※１の年間収入は539.6万円で、2014年※２と比較すると2.9％の減少、

全国（558.4万円）と比較すると、18.8万円低くなっています。

世帯区分別にみると、勤労者世帯の年間収入は611.2万円で、全国（621.5万円）と比較して

10.3万円低く、うち「勤め先収入」が552.6万円、さらにその内訳をみると「世帯主収入」が

449.8万円、「世帯主の配偶者収入」が61.2万円などとなっています。一方、無職世帯の年間収入

は357.5万円で、全国（346.1万円）と比較して11.4万円高く、うち「公的年金・恩給給付」が

223.4万円、「勤め先収入」のうち「他の世帯員収入」が42.5万円などとなっています。（表６、

図14、図15）

※１ 2018年11月から2019年10月までの収入（税込）

※２ 2013年12月から2014年11月までの収入（税込）

なお、都道府県別にみると、奈良県は539.6万円で、全国で25位であるほか、東京都が629.7万

円と最も高く、沖縄県が423.3万円と最も低くなっています。（表７）

表６ 所得構成別年間収入（総世帯）

図15 世帯区分、所得構成別年間収入（総世帯）

実数 構成比(％) 実数 構成比(％) 実数 構成比(％) 実数 構成比(％) 実数 構成比(％) 実数 構成比(％)

59 - 57 - 48 - 47 - 74 - 73 -

2 - 2 - 3 - 2 - 2 - 2 -

5,396 100.0 5,584 100.0 6,112 100.0 6,215 100.0 3,575 100.0 3,461 100.0

(-2.9) (3.6)

3,532 65.5 3,812 68.3 5,526 90.4 5,652 90.9 710 19.9 748 21.6

世帯主収入 2,663 49.4 2,887 51.7 4,498 73.6 4,644 74.7 190 5.3 153 4.4

世帯主の配偶者収入 427 7.9 525 9.4 612 10.0 713 11.5 95 2.7 102 2.9

他の世帯員収入 442 8.2 400 7.2 417 6.8 295 4.7 425 11.9 493 14.2

474 8.8 584 10.5 75 1.2 90 1.4 130 3.6 203 5.9

37 0.7 28 0.5 21 0.3 14 0.2 51 1.4 50 1.4

1,085 20.1 909 16.3 359 5.9 312 5.0 2,234 62.5 2,022 58.4

33 0.6 46 0.8 29 0.5 42 0.7 43 1.2 63 1.8

188 3.5 125 2.2 63 1.0 50 0.8 345 9.7 255 7.4

23 0.4 56 1.0 27 0.4 39 0.6 24 0.7 101 2.9

14 0.3 9 0.2 4 0.1 5 0.1 28 0.8 11 0.3

9 0.2 13 0.2 8 0.1 11 0.2 11 0.3 8 0.2

注 年間収入欄に記載の（ ）内は，対2014年増減率 

公的年金 恩給給付

社会保障給付(公的年金 恩給以外)

企業年金 個人年金給付

仕送り金

奈良県
項目

その他の収入

現物収入

全国

世帯主の平均年齢　　　　　　　（歳）

平均世帯人員　　　　　　　　　（人）

年間収入　　　　　　　　　　（千円）

　　　　　　　　　　　　　（％）

勤め先収入

事業 内職収入

利子 配当金

奈良県 全国 奈良県 全国

総世帯
うち勤労者世帯 うち無職世帯

5,396 

6,112 

3,575 

5,584 

6,215 

3,461 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

総世帯 勤労者世帯 無職世帯

奈良県 全国

（千円）

図14 世帯区分別年間収入

12 



２．世帯主の学歴別にみた年間収入

世帯主が高校卒業の世帯では年間収入が667.0万円、大学卒業の世帯では792.3万円

二人以上の世帯のうち勤労者世帯の年間収入を世帯主の学歴別にみると、高校卒業が667.0万円、

大学卒業が792.3万円、大学院修了が1016.5万円などとなっており、世帯主が大学卒業の世帯が高

校卒業の世帯の約1.2倍となっています。（図16）
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（5,396千円）

（6,112千円）

（3,575千円）

図15 世帯区分、所得構成別年間収入（総世帯）
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世帯主の平均年齢

平均世帯人員

55.7歳

3.09人

58.7歳

3.73人

51.0歳

3.17人

51.5歳

3.19人

44.5歳

3.22人

46.4歳

3.27人

47.9歳

2.94人

51.2歳

2.73人

47.8歳

3.21人

49.6歳

3.31人

44.0歳

3.15人

52.2歳

2.90人

図16 世帯主の学歴別年間収入（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）

順位 都道府県
年間収入
（千円）

順位 都道府県
年間収入
（千円）

1 東京都 6,297 25 奈良県 5,396
2 神奈川県 6,154 26 山梨県 5,387
3 愛知県 6,134 27 香川県 5,385
4 富山県 6,124 28 福島県 5,382
5 福井県 6,088 29 京都府 5,327
6 滋賀県 6,043 30 岩手県 5,298
7 岐阜県 6,027 31 広島県 5,291
8 茨城県 5,953 32 秋田県 5,270
9 千葉県 5,951 33 熊本県 5,041
10 三重県 5,908 34 大阪府 5,031
11 静岡県 5,883 35 徳島県 5,017
12 埼玉県 5,871 36 山口県 5,014
13 山形県 5,821 37 青森県 4,931
14 栃木県 5,801 38 福岡県 4,864
15 岡山県 5,704 39 愛媛県 4,859
16 石川県 5,666 40 和歌山県 4,809
17 宮城県 5,659 41 長崎県 4,790
18 島根県 5,626 42 大分県 4,725
19 長野県 5,601 43 宮崎県 4,631
20 兵庫県 5,580 44 北海道 4,553
21 群馬県 5,575 45 高知県 4,486
22 新潟県 5,517 46 鹿児島県 4,323
23 佐賀県 5,493 47 沖縄県 4,233
24 鳥取県 5,423

表７ 都道府県別年間収入（総世帯）

（千円）
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３．金融資産概況

金融資産残高は1564.5万円、2014年と比較して5.9％減少

総世帯の１世帯あたりの2019年10月末現在の金融資産残高※１（貯蓄現在高）は1564.5万円で

2014年※２と比較すると5.9％の減少となっています。

これを都道府県別にみると、奈良県は1564.5万円で全国２位であるほか、神奈川県が1607.7万

円と最も高く、沖縄県が603.6万円と最も低くなっています。（表８、表９）

※１「金融資産を保有していない世帯」を含む平均 ※２ 2014年11月末日現在

構成比 構成比

実数(千円) 構成比(%) 実数(千円) 構成比(%)
上昇･低下幅

(㌽) 実数(千円) 構成比(%) 実数(千円) 構成比(%)
上昇･低下幅

(㌽)

金融資産残高(貯蓄現在高) 16,618 100.0 15,645 100.0 ▲ 5.9 － 13,929 100.0 12,797 100.0 ▲ 8.1 －

預貯金 9,756 58.7 9,909 63.3 1.6 4.6 8,683 62.3 8,142 63.6 ▲ 6.2 1.3

通貨性預貯金 3,009 18.1 3,714 23.7 23.4 5.6 3,130 22.5 3,666 28.6 17.1 6.1

定期性預貯金 6,747 40.6 6,195 39.6 ▲ 8.2 ▲ 1.0 5,553 39.9 4,476 35.0 ▲ 19.4 ▲ 4.9

生命保険など 3,892 23.4 2,874 18.4 ▲ 26.2 ▲ 5.0 2,878 20.7 2,430 19.0 ▲ 15.6 ▲ 1.7

有価証券 2,597 15.6 2,696 17.2 3.8 1.6 2,095 15.0 2,045 16.0 ▲ 2.4 1.0

その他 372 2.2 166 1.1 ▲ 55.4 ▲ 1.1 273 2.0 181 1.4 ▲ 33.7 ▲ 0.6

(再掲)年金型貯蓄 909 5.5 530 3.4 ▲ 41.7 ▲ 2.1 698 5.0 527 4.1 ▲ 24.5 ▲ 0.9

項目

奈良県 全国

増減率
(%)

増減率
(%)

2014年 2019年 2014年 2019年

63.3 

58.7 

63.6 

18.4 

23.4 

19.0 

17.2 

15.6 

16.0 

1.1 

2.2 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年

2014年

2019年

預貯金 生命保険など 有価証券 その他

全国

奈良県

表8 貯蓄の種類別金融資産残高（総世帯）

図18 貯蓄の種類別金融資産残高の構成比（総世帯）

順位 都道府県
金融資産残高

（千円）
順位 都道府県

金融資産残高
（千円）

1 神奈川県 16,077 25 岡山県 12,019
2 奈良県 15,645 26 鳥取県 11,922
3 愛知県 15,573 27 宮城県 11,827
4 富山県 15,465 28 栃木県 11,806
5 岐阜県 14,805 29 新潟県 11,626
6 兵庫県 14,592 30 山口県 11,365
7 滋賀県 14,458 31 福島県 11,249
8 千葉県 14,336 32 愛媛県 11,166
9 東京都 14,207 33 山梨県 10,942
10 静岡県 14,195 34 山形県 10,702
11 埼玉県 13,709 35 岩手県 10,504
12 福井県 13,621 36 高知県 10,253
13 香川県 13,498 37 福岡県 10,008
14 京都府 13,420 38 長崎県 9,712
15 茨城県 13,181 39 佐賀県 9,568
16 三重県 12,952 40 秋田県 9,567
17 徳島県 12,749 41 熊本県 9,259
18 石川県 12,724 42 大分県 9,129
19 大阪府 12,458 43 北海道 8,677
20 広島県 12,259 44 宮崎県 7,929
21 長野県 12,216 45 青森県 7,845
22 群馬県 12,200 46 鹿児島県 7,464
23 島根県 12,141 47 沖縄県 6,036
24 和歌山県 12,062

表9 都道府県別金融資産（総世帯）
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Ⅱ　世帯の家計資産

１．家計資産概況

※ 中央値は「金融資産を保有していない世帯」を除いて金融資産残高の少ない方から順番に並べたときに、ちょ

うど中央に位置する世帯の金融資産残高。

注 標準級間隔150万円の各階級(金融資産残高900万円未満)の度数は縦軸目盛と一致するが、金融資産残高900万円

以上の各階級の度数は階級の間隔が標準間隔よりも広いため、縦軸目盛とは一致しない。

順位 都道府県
金融資産残高

（千円）
順位 都道府県

金融資産残高
（千円）

1 神奈川県 16,077 25 岡山県 12,019
2 奈良県 15,645 26 鳥取県 11,922
3 愛知県 15,573 27 宮城県 11,827
4 富山県 15,465 28 栃木県 11,806
5 岐阜県 14,805 29 新潟県 11,626
6 兵庫県 14,592 30 山口県 11,365
7 滋賀県 14,458 31 福島県 11,249
8 千葉県 14,336 32 愛媛県 11,166
9 東京都 14,207 33 山梨県 10,942
10 静岡県 14,195 34 山形県 10,702
11 埼玉県 13,709 35 岩手県 10,504
12 福井県 13,621 36 高知県 10,253
13 香川県 13,498 37 福岡県 10,008
14 京都府 13,420 38 長崎県 9,712
15 茨城県 13,181 39 佐賀県 9,568
16 三重県 12,952 40 秋田県 9,567
17 徳島県 12,749 41 熊本県 9,259
18 石川県 12,724 42 大分県 9,129
19 大阪府 12,458 43 北海道 8,677
20 広島県 12,259 44 宮崎県 7,929
21 長野県 12,216 45 青森県 7,845
22 群馬県 12,200 46 鹿児島県 7,464
23 島根県 12,141 47 沖縄県 6,036
24 和歌山県 12,062

家計資産総額は3204.2万円。2014年と比較して2.2％減少。

総世帯の１世帯あたり2019年10月末現在の家計資産総額※１は3204.2万円で、2014年※２と比較す

ると、2.2％の減少となっています。また、全国と比較すると、370.5万円高くなっています。

家計資産の種類別にみると、宅地資産が1655.5万円(家計資産に占める割合51.7％)で最も多く、

次いで純金融資産が1160.9万円(36.2％)、住宅資産が387.9万円(12.1％)となっています。

また、都道府県別にみると、奈良県が3204.2万円で全国５位であるほか、東京都が4701.0万円

と最も高く、北海道が1431.6万円と最も低くなっています。（表10、表11、図20）
※１ 結果の概要で用いている「家計資産総額」は、統計表の「純資産総額」に該当する。

「家計資産総額」(純資産総額)は、「純金融資産(貯蓄－負債)」と「住宅・宅地資産」の合計です。

※２ 2014年11月末現在

構成比 構成比

実数(千円) 構成比(%) 実数(千円) 構成比(%)
上昇･低下

幅
(㌽)

実数(千円) 構成比(%) 実数(千円) 構成比(%)
上昇･低下

幅
(㌽)

家計資産総額 32,752 100 32,042 100 ▲ 2.2 － 29,355 100 28,337 100 ▲ 3.5 －

純金融資産（貯蓄－負債） 12,321 37.6 11,609 36.2 ▲ 5.8 ▲ 1.4 9,929 33.8 8,238 29.1 ▲ 17.0 ▲ 4.7

金融資産残高 16,618 － 15,645 － ▲ 5.9 － 13,929 － 12,797 － ▲ 8.1 －

金融負債残高 4,297 － 4,036 － ▲ 6.1 － 3,999 － 4,559 － 14.0 －

住宅・宅地資産 20,431 62.4 20,433 63.8 0.0 1.4 19,425 66.2 20,099 70.9 3.5 4.7

宅地資産 16,485 50.3 16,555 51.7 0.4 1.4 15,433 52.6 16,142 57.0 4.6 4.4

住宅資産 3,947 12.1 3,879 12.1 ▲ 1.7 0.0 3,993 13.6 3,957 14.0 ▲ 0.9 0.4

（再掲）現住居・居住地 17,507 53.5 17,767 55.4 1.5 1.9 16,206 55.2 16,777 59.2 3.5 4.0

宅地資産 14,111 43.1 14,322 44.7 1.5 1.6 12,884 43.9 13,555 47.8 5.2 3.9

住宅資産 3,397 10.4 3,446 10.8 1.4 0.4 3,322 11.3 3,222 11.4 ▲ 3.0 0.1

（再掲）現住居・居住地以外 2,924 8.9 2,666 8.3 ▲ 8.8 ▲ 0.6 3,220 11.0 3,322 11.7 3.2 0.7

宅地資産 2,374 7.2 2,233 7.0 ▲ 5.9 ▲ 0.2 2,549 8.7 2,587 9.1 1.5 0.4

住宅資産 550 1.7 433 1.4 ▲ 21.3 ▲ 0.3 671 2.3 735 2.6 9.5 0.3

項目

奈良県 全国

2014年 2019年
増減率
(%)

2014年 2019年
増減率
(%)

表10 家計資産の内訳（総世帯）

図20 家計資産の種類別家計資産総額（総世帯）
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図19 金融資産残高階級別世帯分布（総世帯）

金融資産残高階級別(標準級間隔150万円)の世帯分布をみると、150万円未満が24.6％、150～

300万円が8.0％、300～450万円が6.6％などと、金融資産が少ない階級に偏った分布となっていま

す。また、世帯全体の平均値は1564.5万円、世帯全体を二分する中央値は600～750万円の階級に

位置しています。（図19）
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２．世帯主の年齢階級別にみた家計資産

家計資産が最も多いのは、世帯主が80歳以上の世帯

総世帯の家計資産総額（金融資産残高－金融負債残高＋宅地資産＋住宅資産）を世帯主の年齢階

級別にみると、60歳までは年齢階級が高くなるに従って多くなり、70歳代で若干低くなりますが、

80歳以上が5066.1万円と最も高くなっています。

全国では70歳代での落ち込みはなく、年齢階級が高くなるに従って多くなり、80歳以上が4386.0

万円と最も高くなっています。

また、全国と比較すると、50歳代までは奈良県の方が低く、60歳代以上は奈良県の方高くなって

います。

家計資産の種類別にみると、「宅地資産」は70歳代で60歳代よりは低くなるものの、年齢階級が

高くなるに従って多くなる一方、「住宅資産」は30歳代をピークに年齢階級が高くなるに従って少

なくなり、50歳代、60歳代でほぼ横ばい、その後70歳代、80歳以上ではそれより少なくなっていま

す。（図21、図22）

図21 世帯主の年齢階級別家計資産（総世帯）

順位 都道府県
家計資産総

額
（千円）

順位 都道府県
家計資産総

額
（千円）

1 東京都 47,010 25 栃木県 21,902
2 神奈川県 37,877 26 沖縄県 21,879
3 愛知県 34,898 27 石川県 21,860
4 埼玉県 32,202 28 山梨県 21,700
5 奈良県 32,042 29 福島県 21,363
6 京都府 30,139 30 島根県 20,878
7 千葉県 29,896 31 福岡県 20,214
8 兵庫県 29,760 32 岡山県 20,213
9 静岡県 29,330 33 新潟県 19,996

10 大阪府 26,884 34 岩手県 19,754
11 滋賀県 26,764 35 鳥取県 19,652
12 福井県 26,440 36 熊本県 18,894
13 富山県 26,381 37 山口県 18,733
14 岐阜県 26,069 38 山形県 18,686
15 広島県 25,880 39 高知県 18,405
16 香川県 23,449 40 大分県 16,918
17 徳島県 23,396 41 佐賀県 16,415
18 群馬県 23,288 42 長崎県 16,145
19 三重県 23,254 43 宮崎県 15,046
20 宮城県 23,108 44 秋田県 15,030
21 茨城県 22,936 45 鹿児島県 14,747
22 長野県 22,718 46 青森県 14,541
23 愛媛県 22,615 47 北海道 14,316
24 和歌山県 22,026

表11 都道府県別家計資産総額（総世帯）

構成比 構成比

実数(千円) 構成比(%) 実数(千円) 構成比(%)
上昇･低下

幅
(㌽)

実数(千円) 構成比(%) 実数(千円) 構成比(%)
上昇･低下

幅
(㌽)

家計資産総額 32,752 100 32,042 100 ▲ 2.2 － 29,355 100 28,337 100 ▲ 3.5 －

純金融資産（貯蓄－負債） 12,321 37.6 11,609 36.2 ▲ 5.8 ▲ 1.4 9,929 33.8 8,238 29.1 ▲ 17.0 ▲ 4.7

金融資産残高 16,618 － 15,645 － ▲ 5.9 － 13,929 － 12,797 － ▲ 8.1 －

金融負債残高 4,297 － 4,036 － ▲ 6.1 － 3,999 － 4,559 － 14.0 －

住宅・宅地資産 20,431 62.4 20,433 63.8 0.0 1.4 19,425 66.2 20,099 70.9 3.5 4.7

宅地資産 16,485 50.3 16,555 51.7 0.4 1.4 15,433 52.6 16,142 57.0 4.6 4.4

住宅資産 3,947 12.1 3,879 12.1 ▲ 1.7 0.0 3,993 13.6 3,957 14.0 ▲ 0.9 0.4

（再掲）現住居・居住地 17,507 53.5 17,767 55.4 1.5 1.9 16,206 55.2 16,777 59.2 3.5 4.0

宅地資産 14,111 43.1 14,322 44.7 1.5 1.6 12,884 43.9 13,555 47.8 5.2 3.9

住宅資産 3,397 10.4 3,446 10.8 1.4 0.4 3,322 11.3 3,222 11.4 ▲ 3.0 0.1

（再掲）現住居・居住地以外 2,924 8.9 2,666 8.3 ▲ 8.8 ▲ 0.6 3,220 11.0 3,322 11.7 3.2 0.7

宅地資産 2,374 7.2 2,233 7.0 ▲ 5.9 ▲ 0.2 2,549 8.7 2,587 9.1 1.5 0.4

住宅資産 550 1.7 433 1.4 ▲ 21.3 ▲ 0.3 671 2.3 735 2.6 9.5 0.3

項目

奈良県 全国

2014年 2019年
増減率
(%)

2014年 2019年
増減率
(%)
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図20 家計資産の種類別家計資産総額（総世帯）
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（千円） 図21 世帯主の年齢階級別家計資産（総世帯）

図22 世帯主の年齢階級別家計資産構成（総世帯）
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